
ＩＴへの取り組み本格化
（欧州）

雇用や経済成長の促進には情報化社会への対応が重要であるが、欧州各国の情報技術

（ＩＴ）への対応は、概して米国に比べ遅れているといわれている。また、ＩＴ関連労働者

の人材不足などの問題も生じている。ＥＵは、こうした問題に対応するため、２０００年６月

にポルトガルのフェイラで開催した首脳会議で、「ｅ－Ｅｕｒｏｐｅ２００２行動計画」に合意した。

この計画は、「より安く、速く、安全なインターネット」、「人と技術に対する投資」、「イ

ンターネットの利用促進」という３つの主な目標を柱として、情報化社会への対応に必要

な制度の確立や教育の充実を図るため、具体的な施策を取りまとめたものである。

こうしたＥＵの取り組みに加え、ＥＵ各国も独自に情報化社会への対応を図っている場

合が多い。また、西欧のＥＵ非加盟国や中・東欧諸国でも同様の動きがみられる。本レ

ポートでは、各国の「ニューエコノミー」に対する見方、ＩＴ産業振興策、ＩＴによる雇用

創出、ＩＴ部門の人材不足・流出への対応などを報告する。

ブリュッセル・センター

ＥＵ各国首脳は、リスボンＥＵ特別首脳会

議において、情報社会に備えるためのインフ

ラ整備や人材育成、情報産業の振興などへの

具体的提言を盛り込み、今後１０年間の雇用対

策を方向付けた。欧州が「調和のとれた競争

力ある地域」（ポルトガル・グテーレス首相）

になるかどうかが試されることになる。

（１） 今後１０年の戦略を構築

ＥＵ加盟国首脳は、２０００年上半期ＥＵ議長

国ポルトガルのリスボンでＥＵ特別首脳会議

を開催し、情報産業による雇用対策を中心議

題として議論し提言をとりまとめた（２０００年

１．情報社会の形成に意欲（ＥＵ）
３月２３～２４日）。

首脳会議では、向こう１０年間、情報分野を

中心に競争力とダイナミズムを有する域内経

済の発展を目指し、それによる雇用の拡大と

社会の調和を図ることが最大の目的とされた。

これらを実現するために、今後は年間３％

程度の安定成長を目指し、①情報化を基盤と

する経済への移行、②競争とイノベーション

による経済改革の推進、③人材育成と社会弱

者の救済による新しい欧州社会モデルの構築、

④安定的な成長を可能とするマクロ経済の運

営、の４つの柱からなる新戦略が打ち出され

た。

新戦略は、現在６１％である就労率を２０１０年

には、７０％に引き上げることを目標としてい

る。
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このほか、今回合意された情報化社会への

目標項目は以下のとおり。

①２０００年中に電子取引に関する法制度を承認

する。

②２００１年末までに通信市場の自由化を完了さ

せる。

③２０００年末までにインターネットのローカル

使用料を引き下げる。

④２００１年までに域内のすべての学校をイン

ターネットで接続、教員への講習も実施す

る。

⑤２００３年までに主要な行政サービスをイン

ターネットに接続させる。

（２） 公平な人材育成政策

ＥＵは情報社会形成のために人材育成に力

点を置き、情報系産業分野での製品開発と

サービス提供を充実させる。その結果、競争

と雇用の促進が図られ、市民生活の向上と環

境保全が図られると見込んでいる。６月のＥ

Ｕ首脳会議で、情報社会を形成するための

「ｅ－Ｅｕｒｏｐｅ計画」の青写真を提出する。ま

た、通信の自由化の完全実施（２００１年末ま

で）が確保される必要性を強調している。

（３） Ｒ＆Ｄ、中小企業、域内市場統合の役割

他方、情報技術への基礎固めとして研究開

発（Ｒ＆Ｄ）の推進を図る。また民間Ｒ＆Ｄ

への開発支援として、税制の優遇やベン

チャー・キャピタルを欧州投資銀行（ＥＩＢ）

との支援体制によって図る。加盟国は、６月

までにＲ＆Ｄ開発プログラムの提出が義務付

けられると同時に、ネットワーク構築のため

のインフラ整備、研究者の域内自由移動の推

進なども取り決められた。

さらに中小企業のＲ＆Ｄについては、６月

までに中小企業憲章の策定に向けた素案を提

出することにもなった。

一方、域内市場統合に関して、サービス分

野での障壁の除去について２０００年末までに政

策を策定する。とりわけ電力、ガス、郵便、

運輸面でのサービス自由化の加速と、中小企

業の政府調達への参加の促進を図る。また政

府調達では、２００３年をめどにＥＵおよび加盟

国の政府調達のオンライン化を実現する。

（４） 教育現場と職業訓練センターの連携重視

雇用政策として、まず今後の情報社会に即

応した教育・職業訓練のあり方として、加盟

国の関連予算を充実させ、１８～２４歳を対象に

高度な教育の機会を２０１０年をめどに提供する。

インターネットを完備した教育および職業訓

練センターの設置に加え、教育の現場と職業

訓練センターとの情報連携システムの構築を

図る。また、情報に関する資格要件の統一化

（ｅ－欧州デイプロム）を図る。このため、

２０００年末をめどに学生、教育者、研究者など

をＥＵ教育プログラム（ソクラテス、レオナ

ルド・ダ・ビンチ）への積極的な参加を要請

する。またＥＵの共通の履歴書のフォームを

作成する。

情報産業が、雇用促進とともに社会的な格

差を是正するものとして期待を寄せ、新たな

格差を生むような状況があってはならないと

し、加盟国間での情報交換の推進を図るとし

た。

（堀口英男）

ブリュッセル・センター

欧州委員会の情報社会化に対する取り組み

が活発化している。欧州委は２０００年６月１９、

２０日のポルトガルのサンタ・マリア・ダ・

フェイラでのＥＵ首脳会議に向けたドラフト

ペーパーの中で、「ｅ－Ｅｕｒｏｐｅ２００２行動計

画」を５月末に公表した。

そのうち、研究・教育関係では、まず２０００

年３月のＥＵ特別首脳会議でも議題となった

２．活発化する教育関連ＩＴ化への取り

組み（ＥＵ）
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２００１年初めまでに、加盟国および欧州関係国

（注）の研究施設をつなぎ、７０万人以上の研

究者に世界最大のマルチメディア・ネット

ワークを供与することが目標としてあげられ

ている。このため、欧州委は研究・教育関連

機関ネットワークのための高速、大容量のイ

ンターネット・インフラ構築に、８，０００万

ユーロ（第５次研究開発プログラム）を計上

する予定である。

他方、人材育成の観点から、２００１年末まで

にＥＵ域内のすべての学校を対象に、イン

ターネットおよびマルチメディア関連データ

へのアクセスが可能となるよう加盟国の努力

を要請している。また、２００２年末までには、

インターネット、マルチメディアのデータを

十分活用できるようにすべての教員を対象と

した研修機会の創出、学校の高速マルチメ

ディア・ネットワークへのアクセスを可能に

したいとしている。さらに、学校教育現場の

情報技術（ＩＴ）の普及については基本的に、

まず加盟国自身の不断の努力と、さらに“デ

ジタル世代”に向けた教育環境の整備が必要

とし、新たな予算措置を講じる考えを示して

いる。そのほか、産業界も学校教育現場の環

境整備に対して、側面的な協力体制構築（機

材の効率化、高速化への技術革新）の重要性

につき認識を示している。

「ｅ－Ｅｕｒｏｐｅ計画」は、向こう１０年間の計

画として既に実施に移されているが、最初の

５年間は教育現場での人材育成に重点が置か

れている。

（注）ブルガリア、キプロス、チェコ、エストニア、

ハンガリー、アイスランド、イスラエル、ラ

トビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、

ノルウェー、ポーランド、ルーマニア、スロ

バキア、スロベニア、スイス

（堀口英男）

デュッセルドルフ・センター

国内で不足している情報技術（ＩＴ）関連人

材を海外に求めようというドイツ版グリーン

カード法案が閣議決定された。申請の要件は

大卒または年収１０万マルク以上、滞在期間は

５年、受け入れ人数は最大２万人などが同法

案の内容で、２０００年８月からの発効を目指した。

（１）ＩＴ分野の技術者不足は７万５，０００人

ドイツ版グリーンカード（滞在・労働許

可）法案は、産業界が懸念しているＩＴ分野

での技術者不足を緊急に解消することを目的

としている。政府は、現在国内で不足してい

るＩＴ関連人材が７万５，０００人に上り、ドイツ

のＩＴ分野での国際競争力に重大な懸念が生

じるとしている。同法案成立後は、ＥＵ域外

に居住するＩＴ関連人材（以下、域外ＩＴ関連

人材）に対し要件を具備していれば迅速にグ

リーンカードを発行することが可能になる。

（２） 許可期間は５年、最大２万人受け入れ

２０００年５月３１日に閣議決定された同法案の

内容は、①ビザの申請条件について大卒また

は年収１０万マルク以上とし、②滞在・労働許可

期間は５年であるが必要に応じて延長も可能、

③受け入れ人数は１万人で最大２万人まで認

められる、というもの。当初案（①は大卒の

み、②は３年まで）より拡大・緩和されてい

ることから、産業界への配慮がうかがわれる。

１０万マルクを下限とした理由として、域外

ＩＴ関連人材の流入による国内ドイツ人技術

者の賃金低下圧力回避のためとも考えられる。

また、これまでに政府が示してきた方針と

して、まず、ビザの申し込みから発行にかか

る日数は「最長でも６週間」（ブーリ首相府

上席政務次官、法案作成の特別諮問委員会の

３．グリーンカード法案を閣議決定

（ドイツ）
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座長）としている。企業の域外ＩＴ関連人材

雇用者数には制限がなく、被雇用技術者も滞

在中、雇用主を変更することが可能である。

（３） 国内技術者養成も主眼に

ドイツ国内のＩＴ分野での失業者数は３万

２，０００人に達していることから、域外ＩＴ関連

人材の導入よりもドイツ人ＩＴ関連人材を育

成し、雇用する方が失業問題に悩む同国の採

るべき方策であるとする意見もあった。しか

し、５月のノルトライン・ヴェストファーレ

ン州議会選挙でも主要な争点とはならず、５

月１２日のラウ大統領の「社会保障制度を維持

するために移民の受け入れはもはや不可欠」

とする演説の効果があったためか、目立った

意見とはなっていない。

ドイツ産業連盟（ＢＤＩ）のヘンケル会長の

「移民（外国人の雇用）と教育（ドイツ人技

術者育成）は相反するものではない」との発

言に沿うように、政府・産業界による国内技

術者養成のための緊急プログラムは並行して

計画されており、産業界は２００３年までに政労

使が労働問題について協議する場である「雇

用のための同盟」で合意されたＩＴ関連分野

の職業訓練者を４万人にする計画に、２万人

を加えることとした。連邦雇用庁も、ＩＴ分

野での再教育訓練者数を３万６，０００人から４

万人に引き上げるとし、さらに政府はＩＴ専

攻大卒者数を倍増させるという計画を発表し

ており、国内技術者育成への取り組みも強化

している。

（４） 要望強い産業界

同法案の成立を望む産業界の声は強く、こ

れまでにも折に触れさまざまな発言が出てい

る。ヘンケル会長は、「低い法人税率の諸外

国に対抗するため、ドイツには技能を持った

労働者が求められる」とし、ドイツ経営者連

盟（ＢＤＡ）のフント会長は「重要なことは、

外国のＩＴ技術者に対し、魅力的な受け入れ

条件を即座にそろえること」と語っている。

また、早くも成立を前提とした動きもみら

れる。ヒューレット・パッカード・ドイツ社

（コンピュータ製造）は９９年の７００人増員に加

え、グリーンカードの発行を見込んで「国籍

を問わず新たに５００人を募集する」としている。

（５） 連邦参議院通過に野党ＣＤＵ内からも

エール

同法案が連邦議会で可決後、７月１４日に連

邦参議院を通過すれば、８月１日からグリー

ンカードの発行が可能となる。ただ、連邦参

議院は野党キリスト教民主・社会同盟

（ＣＤＵ／ＣＳＵ）が多数を占めており、どの

程度の修正が図られるかが焦点となっている。

ＣＤＵのメルケル党首は、ＩＴ関連人材のみ

ならず難民など移民全体に関する新しい法律

を制定すべきとして政府を批判しているが、

同党のインターネット担当スポークスマンで

あるハイルマン氏は、「（ＣＤＵは）法案を通

過させるだろう」との見通しを示しており

（ＦＡＺ紙６月２日付）、党内の意見の集約が

必ずしもなされていない状況である。

（６） 応募最多国はインド

連邦雇用庁管轄の就職斡旋（あっせん）セ

ンター（ＺＡＶ）が発表したところによれば、

ＩＴ分野の求人数１万１，０００人に対し、既に

５，７００人が求職しており、そのうちインド国

籍が約１，２００人と約２１％を占めている。その

ほか、ブルガリア、ハンガリー、ロシアなど

中・東欧諸国からの希望者が目立っている。

（石井 悟）

ロンドン・センター

英国政府は、知識集約型経済を先導してい

くことを目指し、各種施策を打ち出している。

４．知識集約型経済に積極的な取り組

み（英国）
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しかし、技術者不足や情報の安全性に関する

課題に直面しており、今後、どのように実効

性を高めていくかが注目される。

（１） 情報化の重要性を認識

９８年に発表された競争力白書で示されたよ

うに、情報通信技術（ＩＣＴ）の発展は世界市

場、世界経済を大きく変化させ、英国産業の

競争力に大きなインパクトをもたらすとの認

識から、政府は知識集約型経済（ｋｎｏｗｌ‐

ｅｄｇｅｄｒｉｖｅｎｅｃｏｎｏｍｙ）を先導することを

目指している。

ブレア首相も情報化社会への対応について、

英国が欧州のリーダーであり続け、同国で世

界最高のＩＣＴの環境を確立するためには、①

マクロ経済が強く安定していること、②常に

時代に即応した情報化技術に産業界が適合し

ていること、③国民の能力を最大限に引き出

すこと、が不可欠と主張している。

（２） ＩＣＴの基盤整備に積極的に対応

政府はＩＣＴの基盤整備のために、①２００１年

３月までに政府調達の９０％以上を電子化、②

２００１年までにＩＴ学習センターを１，０００ヵ所設

置、③２００２年までに全国の図書館、学校をイ

ンターネットで接続、④２００５年までに公共

サービスの電子アクセスを可能とする（２０００

年７月２０日時点では３分の１の公共サービス

がオンラインで提供可能と発表されている）、

⑤２００５年までにパソコン、モバイル端末、デ

ジタルテレビなどを通じた普遍的なインター

ネットの利用が可能となる環境の整備（ユニ

バーサル・アクセス）を可能とすること、な

どを掲げている。

目標遂行にあたっては、ｅ－Ｍｉｎｉｓｔｅｒと称

される情報化担当閣外相（貿易産業省内）を

核として、ＩＣＴプロジェクトの進捗状況を定

期的に首相に報告することになっている。そ

してこれらに取り組むにあたり、これまでの

情報化に向けた英国の適応度について地域・

産業別分析、国際比較調査が行われた。

具体的な施策としては、２０００年３月に発表

された２０００年度予算案の中で、①電子商取引

の実施業者に対する税控除、②中小企業に対

するＩＴ活用に関する情報提供の強化、③中小

企業が今後３年間、ＩＴ関連投資を行う場合、

初年度に１００％のキャピタルアローアンス（減

価償却に類似）を認めること、④インターネッ

ト関連コストの引き下げ、⑤外国人のＩＴ技

術保有者に対する労働許可証取得条件の緩和

が盛り込まれ、次年度予算案発表時までに進

捗状況について見直されることになっている。

（３） 今後解決すべき課題も

情報化の進展により発生する課題として、

技術者不足やデジタル・デバイド（情報化が

もたらす経済格差）への対処、セキュリ

ティー対策、企業間取引がＩＣＴ技術を用いて

多様化する中でのネット取引課税についての

国際調和などが指摘されている。

特に最近では、セキュリティー対策の一環

として、政府が法制化しようとしている「政

府の強制調査権に関する法律（Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ

ｏｆＩｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒｙＰｏｗｅｒｓＢｉｌｌ：ＲＩＰ）」が、

すべての電子メールおよびウェブサイトに対

して、令状なしにモニターする権利を政府に

付与する条項を含むものとして波紋を広げて

いる。これは電子メールやウェブサイトを扱

うプロバイダーの中にブラックボックスを設

置し、すべての電子情報を自動的に検知し、

政府に対する危険を未然に防ごうとするもの

である。しかし産業界は、電子商取引の自由

度が妨げられ、英国における情報関連ビジネ

スの魅力を衰退させるとして強く反対してい

る。

（木村玲子、栗山晋一）
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パリ・センター

フランス政府のＩＴ産業への取り組みは、

９９年１０月の「情報化政策の骨子」報告書の発

表以降、活発化している。２０００年６月には、

「フランスにおける情報通信技術と雇用」報

告書を発表し、ＩＴ産業による雇用創出は年

間１４万５，０００人程度と予測、同産業を経済成

長の原動力と位置付けている。

（１） 情報社会法案の制定を検討

経済・財政・産業省は９９年１０月に、「情報

化政策の骨子」と題する報告書を発表、イン

ターネットサイト開設手続きの簡略化、コン

テンツ倫理規定、電子商取引における消費者

保護などの施策を打ち出した。

また２０００年２月には、電子署名の法的効力

を認める「電子署名法」が国会で可決された

ほか、①回線網の自由化、②暗号化技術の自

由化、③インターネット上の犯罪防止を目的

とした法的枠組みの確立、④ウェブ上の著作

権保護、⑤コンテンツ倫理に関する規制機関

の設置など、情報通信に関する幅広い内容を

含んだ「情報社会法案」が検討されており、

２０００年秋の閣議に提出される予定である。

ジョスパン首相は２０００年４月に起業家支援

策を発表し、①ＩＴ分野を含む企業設立のた

めの公的融資やベンチャーキャピタルなどの

財政支援、②企業設立手続きのオンライン化

に向けた行政手続きの簡素化などへの取り組

みを表明した。続く５月にはフランスの情報

技術を向上させるため、①国立情報処理・自

動化研究所（ＩＮＲＩＡ）の予算の増額、②国

立科学研究所（ＣＮＲＳ）における情報新技

術専門部門の設置、③インターネット関連の

技術者養成を目的としたグランゼコール（エ

リート養成校）の設立を明らかにしている。

５．ＩＴ振興策を積極的に推進（フラン

ス）

（２） 外国人技術者受け入れも視野に

経済・財政・産業省は２０００年６月に、「フ

ランスにおける情報通信技術と雇用（Ｌｅｓ

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ ｄｅｌ’Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ｅｔ ｄｅｓ

Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｅｔ ｌ’Ｅｍｐｌｏｉ ｅｎ

Ｆｒａｎｃｅ）」報告書を発表、ＩＴ産業による雇

用創出は年間１４万５，０００人程度と予測、同産

業を経済成長の原動力と位置付けている。

その一方で、ＩＴ関連の人材不足が懸念さ

れている。ジョスパン首相は、既存の法規制

の枠内で外国人高資格労働者の採用は可能で

あり、現時点では実施に至っていないものの、

外国人受け入れも視野に入れ、対応策の検討

を行っている。なお、フランスの情報処理

サービス企業５２０社（９８年１２月時点）が加盟

して運営している情報技術サービス企業連合

組合は、フランスで約１万人の情報技術者が

不足していると指摘している。

また、同組合は加盟企業に対し、チュニジ

アやモロッコなどのマグレブ諸国には仏語対

応が可能で有能な技術者が多いため、それら

の国々の企業へアウトソーシングし、人材難

に対応することを推奨している。

（田熊清明）

ダブリン事務所

外資系企業の進出に支えられて、アイルラ

ンドのＩＴ産業は急速な発展を遂げた。しか

し現在、ＩＴ部門では技術者不足という大き

な問題を抱えており、政府主導の対策が急務

となっている。

（１） ソフトウエア分野での人員不足がより深刻

ＯＥＣＤによると、アイルランドは９８年の

ソフトウエア輸出で米国を抜き世界一となっ

た。産業開発庁（ＩＤＡ）の推定では、アイ

ルランドにはソフトウエア関連企業が約６００

６．深刻なＩＴ技術者不足（アイルラン

ド）
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社あり、２万４，０００人が働いている。また、

ハードウエア関連企業は３３０社あり、４万

５，０００人が働いている。

国際データ・コーポレーション（ＩＤＣ）が

マイクロソフトの委託により、アイルランド

のＩＴ産業について取りまとめた報告書によ

ると、現在同国では必要とされるＩＴ技術者

の１０％（約５，６００人）が不足しており、２００３

年には１４％（約９，９００人）が不足すると見込

まれている。この結果、同国の技術者不足は、

欧州においてオーストリア、ドイツ、デン

マークに次いで深刻な状況とされる。

９７年に政府の諮問委員会が、ＩＴ分野など

における将来の熟練労働者不足への対応の必

要性を提言した。これを受け政府は、９７年９

月に２億５，０００万アイルランド・ポンド（以

下ポンド、１ポンド＝約１３０円）を拠出し、教

育技術投資基金を設立、大学・高校における

技術系教育を拡充するなどの措置を講じてき

ている。２００３年以降にはその成果が表れ、労

働者不足は若干緩和されると期待されている。

しかし、アイルランド・ソフトウエア協会に

よると、この労働需給の緩和は、ハードウエア

分野でははっきりと表れようが、ソフトウエ

ア分野での効果は期待薄とみられる。その理

由として、ソフトウエア産業は現在全体で２０

％もの人員不足を抱えており、状況は今後さ

らに悪化すると見込まれることをあげている。

（２） 国外技術者の確保が必須

ハーニー副首相兼産業通商雇用相は２０００年

２月末、労働者不足問題への対応として、

２００６年までに国外から２０万人の労働者を受け

入れると発表した。これには、ＩＴ関係以外

に看護と建設関係の労働者が含まれるが、こ

の２０万人という数と同国の人口（約３７０万

人）との比率を単純に日本の人口に当てはめ

て計算すると、約６８０万人という膨大な数字

になる。

本件関連のビザは一般にハーニー・ビザと

呼ばれており、２０００年６月から発給されてい

る。本ビザの発給には４週間かかり、有効期

間は２年である。３ヵ月経過後は家族を呼び

寄せることも可能である。しかし、６月の本

ビザ発給実績は１３８件にとどまり、このペー

スでは目標の２０万人に達するのは難しい。

アイルランドには、２０００年以降も米国ハイ

テク産業を中心とする企業の進出が続いてい

る。インテルは２０億ポンドを投じ、マイクロプ

ロセッサー工場を建設すると発表、ＩＢＭも

大規模な追加投資（雇用創出２，５００人）を行う

と発表している。さらに、７月下旬にはシス

コ・システムズの進出（雇用創出３，０００人規

模）が報道された。これらの大型プロジェク

トにより、労働者不足はより深刻化している。

表１ アイルランドのＩＴ産業の企業数（上段）
と従業員数（下段）

（単位：社，人）

ソフトウエア ハードウエア

外資系 １４０
１４，０００

１８０
３５，０００

アイルランド系 ４６０
１０，０００

１５０
１０，０００

合計 ６００
２４，０００

３３０
４５，０００

（出所）ＩＤＡ担当者へのヒアリング（２０００年７月
２６日現在）

表２ 各国のソフトウエア輸出額（９８年）

（単位：１００万ドル）

アイルランド ３，２９０

米国 ２，９５６

オランダ ６０８

ドイツ ５１３

フランス ３２０

日本 １７３

ベルギー、ルクセンブルク １６２

スイス １１６

オーストリア １１５

ＥＵ ５，９２７

ＯＥＣＤ ９，６３１

（出所）ＯＥＣＤ、ＦＩＳデータベース９９年１２月
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政府は求人のためカナダ、英国でアイルラ

ンド・ジョブ・フェアを開催したのに続き、

現在はハノーバー博覧会で同フェアを開催し、

海外からの労働者を募集している。

（フヌーラ・キーティング、太田康富）

ウィーン・センター

オーストリアは、民族系のＩＴ関連の大企

業が存在しないこともあり、ＩＴ先進国とは

言い難い。しかし、外資系ＩＴ企業の研究所

をベースとした中堅・中小ＩＴ企業成長の潜

在性はあり、ＩＴ産業の発展が経済・雇用面

でプラスの影響を与えることが期待されてい

る。政府も２０００年３月のＥＵ特別首脳会議の

フォローアップ・プログラムを策定し、意欲

的に取り組んでいる。

（１） ＩＴ産業の潜在力に期待

欧州の主要株式市場が近年活況を呈する中、

ウィーン証券取引所は低迷にあえいでいる。

ＩＴ関連銘柄が非常に少ないことがその大き

な原因の一つとされている。インターネット

の普及率も、米国や北欧といった先行グルー

プとの差が大きい。

オーストリアは、ノキア、エリクソン級の

民族系大型ＩＴ企業が存在しないこともあり、

世界のＩＴ産業の中ではやや影が薄いことは

否めない。しかし、南部ケルンテン州にシー

メンスがマイクロ・エレクトロニクス開発セ

ンターを置いていることは、ＩＴ関係の潜在力

が決してないわけではないことを示している。

外資系の研究所に勤務した研究者による起業、

あるいは外資系電子メーカーの協力企業など、

知られざる優良中堅企業は少なくない。

ＩＴ産業の雇用創出効果も期待されており、

政府は２００３年までにＩＴ関連で少なくとも８

万５，０００人の新規雇用創出が見込まれるとし

７．ＩＴ産業、キャッチアップに意欲的

（オーストリア）

ている。また、オーストリア銀行は最近発表

したレポートの中で、９８年から９９年にかけて

就業者数の増加（ネット）が１万７，０００人で

あったのに対して、ＩＴ産業での就業者は３

万１，０００人増加したことをあげて、ＩＴ産業の

雇用面でのプラスの影響が既に顕在化してい

ることを指摘している。

一方、ドイツと同様、ＩＴ部門での人材不

足が問題となっており、現在、ＩＴの専門家

が１万～１万５，０００人不足している。経済界

には、外国人ＩＴ関連技術者への労働許可・

滞在許可の発給を容易にするなどして外国人

ＩＴ関連技術者の雇用増を図るべきという声

もある。しかし、排外的な主張を党是とする

自由党が政権参加していることもあり、ドイ

ツのように政府首脳自ら問題提起して議論が

盛り上がるという状況にはなっていない。む

しろ、当面ドイツの状況を見守る雰囲気が支

配的になりつつある。

（２） 政府、リスボンＥＵサミットのフォ

ローアップ・プログラムを作成

政府はＩＴ関連での先行グループへの

キャッチアップに意欲的で、２０００年３月２３～

２４日にリスボンで開催されたＥＵ特別首脳会

議 で の 結 論 を 受 け て、「ｅ－Ａｕｓｔｒｉａ ｉｎ

ｅ－Ｅｕｒｏｐｅ」というプロジェクトをスタート

させた。

同プロジェクトでは、官庁ごとにＩＴ化の現

状が取りまとめられ、次いで２００３年までの目

標が策定された。ＩＴ関連技術者不足に対応す

るため、２００３年までにすべての学校にイン

ターネットを導入（現状では国立学校での導

入率は１００％、公立学校では４３％）、教員養成

過程でのＩＴ科目を強化し、ＩＴ知識を有する卒

業生の数（高校レベル）を現状の１万９，８００人

（うち専門知識を有する卒業生は８，０００人）

から２万１，１００人（同１万人）に増やすなど、

教育面で具体的な目標が設定されている。

（立川雅和）
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ミラノ・センター

国内のＩＴ産業はソフトウエア開発・同

サービスを中心に年々拡大している。政府の

ＩＴ関連予算は依然少なく、民間主導でＩＴ産

業の整備・開発が進められている。市場の拡

大とともにＩＴ関連技術者の不足が目立って

おり、労働制度の整備を含めた議論が必要と

の声が高まってきた。

（１） ＩＴ産業は年々拡大

イタリアでも全産業に占めるＩＴ産業の比

重が急速に高まっている。情報通信関連の製

造業が加盟する全国組織ＡＳＳＩＮＦＯＲＭの試

算によると、９９年のイタリアのコンピュータ

・ハードウエア関連市場規模は７４億ドル、ソ

フトウエア関連市場は１１７億ドルと、ほかの

欧州諸国に比べ２分の１～４分の１の規模で

ある。また、インターネット普及率（人口

比）は８．２％と日本の半分程度で、欧州諸国

の中ではやや後発の部類に入る。半面、市場

は急速に成長しつつあり、９９年のＩＴ市場規

模は前年比１０．６％増、通信市場規模は１４．６％

増と経済を支える産業になりつつある。

（２） 携帯電話部門が成長の支え

この市場の成長を支えているのが携帯電話

部門である。携帯電話の普及率は３５．６％（９８

年）で、１年間の新規契約台数は９６年の５８５

万台から９９年には８００万台へと膨らんだ。こ

れに伴い携帯電話の輸入額も、９７年の１兆

３，０００億リラから９９年には３兆２，６００億リラへ

と２．５倍に増加した。

政府はＩＴ産業の育成を重要な経済課題に

掲げているが、２０００年度（暦年）の政府予算

に占めるＩＴ関連支出は、情報関連技術革新

費４，５００億リラ、インターネットおよび電子

商取引整備費３，０００億リラ、通信技術整備費

８．急成長を遂げるＩＴ市場（イタリア）
４，０００億リラなど総額１兆３，０００億リラで、全

予算に占める割合は０．１５％にとどまっている。

（３） 民間主導で活発化するＩＴビジネス

イタリアのＩＴ産業の開発・整備は、基本的

に民間主導で進められているといえる。ＩＴ

関連ビジネスに従事する企業は年々増加する

傾向にあり、中でもソフトウエア開発・サー

ビス企業の増加が目立つ。ＡＳＳＩＮＦＯＲＭは

ＩＴ関連企業数を、９７年５万７，３００社、９８年５

万９，０００社、９９年６万１，８００社と発表している。

ネットビジネスやコンピュータ・サポート

・サービスは、初期投資が比較的少なくて済

み、また個人でも始められるため、企業形態

をとらないケースも多く実態がつかみにくい。

ただ、経済が上向き始めたことでＩＴ関連の

設備投資に力を入れる企業が増えていること

から、今後も技術導入やメンテナンス・サー

ビスへの需要は高まっていくとみられる。

（４） 高まる人材需要

企業数の増加に伴い、これに従事する労働

者数も増加している。ＡＳＳＩＮＦＯＲＭによる

と、ＩＴ関連産業の従事者数は９７年の４０万

６，０００人から９９年には４４万２，０００人に増加した。

特にソフトウエア開発やメンテナンス・サー

ビス分野で増えており、人材ニーズも高まっ

ている。ＡＳＳＩＮＦＯＲＭ傘下企業に対する調

査でも、ソフトウエア・プログラマーやシス

テムエンジニアなど、コンピュータ関連の人

材が不足しているとする企業が年々増えてい

る。学校教育の場でもコンピュータの導入が

進められているが、十分な人材が育成される

までには、まだかなりの時間が必要である。

高失業率を抱えるイタリアでは、ＩＴ関連

産業が活性化することで新たな雇用機会が創

出されるとの期待がある。一方で急速に高ま

る人材需要に対し、専門知識や高度な技術を

持った人材の供給が追いつかないとの危惧が

ある。不足する人材を外国人雇用で補うと
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いった動きはまだ顕著には表れていないが、

雇用制度の整備も含めたＩＴ産業活性化の議

論が早急に必要とされている。（小林浩人）

マドリード・センター

スペインのＩＴ産業の市場規模はここ数年

急速に拡大している。しかし、技術のほとん

どを外国企業に依存しており、それが人材育

成面にも及ぶなど、問題点も抱えている。

（１） ＩＴ産業は急速に拡大

スペイン電気通信工業会（ＡＮＩＥＬ）によ

ると、９９年のＩＴ産業（ハードウエア、ソフ

トウエア、サービスの合計）の市場規模は５

兆３，０００億ペセタ（１ペセタ＝０．６円）で、こ

こ数年毎年２割増のペースで拡大しつつある。

ＩＴ産業はＧＤＰの約５％を占めるに至って

おり、自動車および観光産業と並び最も規模

の大きい分野の一つに成長している。

分野別内訳では、固定電話サービス３４％、

携帯電話サービス１９％、コンピュータおよび

通信関連機器（ハードおよびソフト）２６％と、

この３分野で全体の８割を占める。半面、イ

ンターネット・サービスおよび電子商取引は

全体の５％程度にとどまっている。

成長率では、携帯電話（前年比３０％増）と

インターネット・サービスおよび電子商取引

（１８％増）が高い。この辺の事情はほかのＥ

Ｕ諸国と共通しているが、携帯電話およびイ

ンターネットの普及率はそれぞれ２５％、１０％

と、ＥＵ平均値を下回っている。しかしそれ

だけに、４，０００万人という人口規模など考慮

すると、ＥＵ諸国の中で最も将来性の高い市

場といえる。

しかし、成長産業とはいえ、スペインなら

ではの問題点も浮上してきている。

カタルーニャ経済統計研究所が最近発表し

たレポートによれば、スペインのＩＴ産業は

９．外資依存のＩＴ産業（スペイン）

一定水準までは爆発的に拡大するが、将来は

行き詰まる可能性がある。その理由として、

①ハード、ソフト、サービスともに外資系企

業に大きく依存していること、②電話回線の

デジタル化などインフラ整備がほかのＥＵ諸

国に比べ遅れていること、③インターネット

利用に際し、言語（英語）への抵抗が強いこ

と、④ネット取引の手数料がまだ高いこと、

⑤①との関連から、行政の対応（法制度、人

材育成面など）が後手に回っていることの５

点を指摘している。

このうち特に問題となるのは外資系企業へ

の依存で、市場規模が拡大すればするほど依

存度は高まっている。ＡＮＩＥＬのデータをみ

ると、９９年のＩＴ産業関連機器の輸出金額は

７，７５０億ペセタであるのに対し、輸入は１兆

８，６００億ペセタと大幅な輸入超過となってお

り、この入超幅は９５年以降毎年２０％の割合で

拡大している。さらに、輸出を支えているの

も外資系企業であるといわれる。

（２） 人材育成も外資頼み

このような状況下、政府は、国家研究・開

発（Ｒ＆Ｄ）計画を策定した。これは２０００～

２００３年の３年間で、企業のＲ＆Ｄ支出を

ＧＤＰ比で０．９５％から１．２９％まで拡大させる

ことを目標とし、一定条件を満たした企業に

助成金を支給するもので、ＩＴ産業はこの計

画の中心に据えられている。

２０００年予算としては１，４００億ペセタが組ま

れているが、この助成制度は中小企業ほど活

用しやすくなっており、現在ＩＴ産業の約３０

％を占めているベンチャー企業の成長が期待

されている。

ただ、ＩＴ産業を支える人材の育成面では

行政の対応に遅れが目立つ。スペインのＩＴ

産業には９９年末時点で約３０万人が従事してい

るとされるが、労働力供給は毎年２割のペー

スで拡大する産業規模に追いついていないと

いわれる。
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もちろん行政側も座視しているわけではな

いが、全国レベルで体系化された高度技術者

の人材育成策はまだ存在せず、大手外資系企

業の協力に頼らざるを得ないのが現状である。

例えば、エリクソンのスペイン現地法人は、

国内の大学と提携し奨学金制度を設置すると

同時に、自社の研究施設の一部を大学内に設

置している。現在毎年１００人の学生が同奨学

金制度を利用している。本来は自社への優秀

な学生の確保が狙いだが、この制度はスペイ

ン全体の人材育成にも大いに貢献している。

このような大手外資系企業と大学の提携は

今後も活発化するとみられているが、この方

法では、ベンチャーをはじめ自国中小企業に

おける人材確保はますます難しくなる。外資

への過度な依存が人材育成面でも表面化しつ

つある。 （佐々木光）

リスボン事務所

ポルトガルのＩＴ産業は欧州先進各国に比

べ、かなり遅れをとっており、インフラ整備、

教育などが今後の課題となろう。一方、高速

道路自動料金収受システム、デビットカード

による決済システムなどのＩＴ技術は既に実

用化されている。

（１） まだ少ないインターネット接続件数

ポルトガル労働省によれば、９７年の同国の

ＩＴ産業の企業数は７，４０３社、総売上高は２兆

４５９億エスクード（１エスクード＝０．５円）、

雇用者数は１２万２，０００人で、それぞれ全体の

５％前後を占めている。中でも近年の携帯電

話保有台数の伸びは目覚ましく、今年第１四

半期には約５００万台となり、普及率はＥＵ

１５ヵ国内で第６位の５０％に達した。

しかし、インターネット接続件数は９９年末

時点で４７万４，０００件と、年初から倍以上急増

１０．今後の発展が期待されるＩＴ産業

（ポルトガル）

しているものの、普及率はまだ４．７％にとど

まっている。接続件数は、２００３年には２６０万

件に増加すると予測される。また、プロバイ

ダーは全国に３０１あり、うち３分の１がリス

ボン周辺に集中している。

こうした状況を受けて、政府もＩＴ産業振

興策を打ち出している。例えば科学技術省は、

７年計画による「インターネット・イニシア

ティブ」の概要を発表した（詳細は９月に公

表）。主な内容はインターネット普及率５０％

の達成、全地方自治体および学校へのイン

ターネット接続、電子商取引の促進などと

なっており、年間予算２５０億エスクードの

「総合情報化計画」の一環としての実施が予

定されている。

（２） 快走するビアベルデ

こうした中、ポルトガルが世界をリードす

る技術が、高速道路自動料金収受システム

（ＥＴＣ）である。同国のＥＴＣシステムは

「ビアベルデ（緑の道）」と呼ばれ、ポルト

ガル道路公団（ＢＲＩＳＡ）により開発された。

９１年に第１フェーズがスタートした後、９５年

には世界で初めてネットワークによるＥＴＣ

システムが構築された。

全国９０ヵ所の料金所に設置されたビアベル

デ専用ブースは、人手によるブースの７台分

の効率があるとされる。センサーの信頼性も

高く、時速１８０キロで通過する車も感知でき、

無登録車が通過するとビデオ撮影され、後日

罰金が請求される。車内に取り付けるセン

サーはタバコの箱程度の大きさで、わずか

３，０００エスクードで購入・登録できる。

９９年末の登録車は前年比２９％増の８７万

６，０００台で、２０００年中には１００万台突破が確実

とみられる。９９年のＢＲＩＳＡの料金収入の４４

％はビアベルデを通じたものである。

ＢＲＩＳＡでは、今後さらに高性能なセンサー

機能の導入を目指して、研究・開発を行うと

している。 （中沢夏樹）
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ヘルシンキ事務所

フィンランドでは、ＩＴ産業の振興におい

て政府が重要な役割を担っている。具体的に

は、フィンランド技術開発センターが企業や

大学の研究・開発事業への資金援助などを、

フィンランド研究開発基金がベンチャーキャ

ピタル投資事業および調査研究、教育、技術

開発事業を行い、ＩＴ振興を図っている。

（１） ＩＴ産業振興に政府が重要な役割

今日、フィンランドはＩＴ産業で多くの注

目を浴びているが、これには、政府の工業・

技術・教育政策が重要な役割を果たしてきた。

特に９０年代初頭、市場のニーズに基づく技術

革新政策の重要性が認識され、乏しい研究・

開発費の配分にもこのことが考慮された。そ

してＩＴ部門が同国の国際競争力のある戦略

的産業として将来、育成の必要があると認定

された。

その具体策として、フィンランド技術開発

センター（ＴＥＫＥＳ）とフィンランド研究開

発基金（ＳＩＴＲＡ）という２つの政府機関に

よる産業助成や、より高度な教育整備が集中

的に行われてきた。

ここではこれら２機関について紹介する。

（２） ＴＥＫＥＳはＩＴ産業助成を重視

ＴＥＫＥＳは商工省傘下の組織で、技術開発

によって工業、サービス業の生産性、競争力

を向上させるため、企業や大学の研究・開発

事業に対し資金援助を行っている。また、学

際的・業際的に内外の協力者を発掘し、研究

・開発のための国際的なネットワークを確立

するためにも重要な役割を果たしている。

ＴＥＫＥＳの助成先の中でＩＴ産業の占める割

合は大きい。９９年の助成総額２３億マルカ（１マ

１１．ＩＴ産業振興に政府が重要な役割

（フィンランド）

ルカ＝約１７円）のうちＩＴ分野への助成は２６％

である。化学技術１５％、建築・木製品技術１３

％、バイオ技術１１％、環境・エネルギー技術

１０％であったことからも、政府がＩＴ産業への

助成に力を入れていることが見て取れる。具

体的なＴＥＫＥＳの助成対象の例は次のとおり。

９７年に始まり２０００年完了予定の「情報通信

で世界へ」というプログラムには、９７の企業

と２２の研究グループや団体が参加している。

このプログラムの目的は、フィンランドの

ＩＴ企業やこの分野の研究者たちが共同で、

戦略的に意味のある開発対象を見つけ具体化

し、将来のＩＴ市場へ向けて製品化すること

である。プログラムの予算総額は７億５，０００

万マルカで、ＴＥＫＥＳの９９年の助成額は１億

６００万マルカであった。また、９９年にＴＥＫＥＳ

はＩＴ分野では１２のプログラムを遂行した。

現在、フィンランドのＩＴ産業の活躍は目

覚ましいが、今後もより先進的に発展してい

くために、基礎研究に力を入れることが望ま

れている。この意味でも、大学の研究施設も

含めて助成するＴＥＫＥＳの役割は重要と考え

られる。

（３） ＳＩＴＲＡはＶＣ投資を実施

ＳＩＴＲＡは、どの省庁にも属さず、国会に報

告義務を持つ独立した公的基金で、基金運用

と企業への投資の利益によって運営されてい

る。ＳＩＴＲＡの活動は、ベンチャーキャピタ

ル（ＶＣ）投資事業と、調査・研究・教育・技

術開発事業という２つの柱に支えられている。

ＳＩＴＲＡは、将来性のある新企業に株主と

して投資する。通常、ＳＩＴＲＡは企業の株の

１０～４０％を所有する少数株主である。投資額

は５０万～５００万マルカで、企業が発展した数

年後に経営者との事前合意に基づき保有株を

売り、事業から離脱するという方法をとって

いる。９８年にＳＩＴＲＡが新規に投資した企業

は約４８社であった。また、９８年末現在で

ＳＩＴＲＡは１０２社の株主で、投資総額は３億
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７，５００万マルカである。１０２社を産業別にみる

と、エレクトロニクスを含むＩＴ企業３１社、

医療関係２２社、工業生産関係１３社、バイオ技

術関係１１社などである。携帯電話で駐車料金

を払うシステムを開発したペイウェイ社

（ＰａｙｗａｙＯｙ）も、ＳＩＴＲＡが株主となっ

ている企業である。

また、国際的なＶＣ基金に投資することに

より利益を得ると同時に、ＳＩＴＲＡやフィン

ランド企業の協力者を海外から発掘し、国際

ネットワークを強化している。

ＳＩＴＲＡのもう一つの事業の柱である調査

・研究事業の目的は、フィンランド社会が今

後直面するであろう変化を示し、国民の発展

のための基礎情報と手本を示すことである。

この研究は学術研究とは重複せず、調査・研

究と、経済的・社会的な決定との橋渡しまで

含む総合的なプロジェクトである。９８年には

「フィンランドの情報社会戦略の修正」、「教

育における情報通信技術」、「グローバル化、

社会福祉、雇用」、「情報集中企業ネットワー

ク」などの多くの研究プロジェクトが完了し

た。これらは外部の専門家や研究団体へ委託

され、ＳＩＴＲＡはこれらの調査・研究を管理

し、その成果を社会の決定権を握る人たちな

どに伝えることに主眼を置いて活動している。

教育事業では、変化し続ける社会環境の中

で、政治家、監督官庁に十分な判断の基礎と

なる知識を与えるための教育を行う。

技術開発事業では、フィンランド社会と経

済活動のモデルを開発したり、新しいビジネ

スを創造することが目的である。「北カレリ

ア地方：情報通信技術により知的社会へ」と

いうプロジェクトは、過疎と高失業率に悩む

北カレリア地方を、情報通信技術を利用して

新しい方向に導こうという事業である。

以上のように、同基金は２つの異なる事業

形態で、産業としてのＩＴと利用者側からみ

たＩＴへアプローチし、その発展に一役買っ

ている。 （長田榮一）

ストックホルム事務所

スウェーデン政府は同国が社会のＩＴ化に

おいて国際的にも優れた国になることを目指

し、産・官・学一体となった取り組みを行っ

ている。既に産業界ではＩＴ化による新しい

企業活動が出現している。将来、ＩＴ技術者

が不足することは明らかであり、社会のＩＴ

化への障害要因となることが懸念されるが、

同国の国際的企業はこの点でも既に策を講じ

ている。

（１） 高まるＩＴ産業の比重

スウェーデンのＩＴ産業の市場規模はここ

数年、毎年約１０％の成長を記録し急激に拡大

している。２０００年は約１，４００億スウェーデン

・クローネ（以下、クローネ、１クローネ＝

約１２円）、２００１年には１，５４０億クローネとさら

に１０％増加することが見込まれている。９９年

の名目ＧＤＰは１兆９，７００億クローネで、その

１０％弱がＩＴ産業によるものである。ＩＴ産業

の拡大は顕著であるため、同産業がＧＤＰに

占める割合は今後さらに高まるだろう。ＩＴ

産業の中でもコンピュータ・ソフトウエアお

よび通信機器部門の伸びが大きく、これらの

市場規模の伸びは過去３年間でいずれも５０％

前後となっている。

現在、ＩＴ産業の労働人口は２２万人でス

ウェーデンの全労働人口の５％強に当たるが、

今後も確実に増加するとみられている。

（２） 社会のＩＴ化に注力

政府が求めている社会のＩＴ化は産業部門

でのＩＴ化だけでなく、国民をＩＴ技術を使っ

た情報化社会に適応させようというものであ

る。このため小学校からＩＴ教育を行うこと

が一般化されている。２０００年には小学校から

１２．ＩＴ社会へ産官学一体で取り組み

（スウェーデン）
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高校までのＩＴ教育のために５億１２５万クロー

ネの予算が割り当てられる。失業者のための

職業訓練でもＩＴ教育が一般的になっている。

大学では、技術・自然科学部門の学生を２０００

年には２万４，０００人、２００１、２００２年には各１

万人増加させる措置がとられている。

また産学の交流は既に一般的で、各地に大

学を中心としたサイエンスパークがある。ス

トックホルム近郊のシスタにあるＩＴ産業の

集積地にスウェーデン王立工科大学の一部が

設置された。

このように産・官・学が一体となり、産業

だけでなく社会全般のＩＴ化が着々と進んで

いる。

（３） ＩＴ技術者は不足

社会、企業のＩＴ化が進むにつれて懸念され

るのがＩＴ技術者の不足である。国をあげて

のＩＴ化に対応すべく教育に注力してはいる

が、今後必要とされるＩＴ技術者を確保するこ

とは難しい。中央統計局の推計では、２００５年に

スウェーデンではシステムエンジニア８，６００

人、プログラマー１万人が不足するとされる。

この解決策となるのはＩＴ技術者の移民を

受け入れることであるが、その受け入れ先の

国としてバルト三国（エストニア、ラトビア、

リトアニア）、ポーランドが対象にされよう

としている。一方、ＩＴを学ぶラトビアの大

学生の間では、卒業後の就職先をスウェーデ

ンをはじめとするＥＵ各国に求める者が多い。

ラトビアでは、技術者の流出により同国の

ＩＴ産業の将来を懸念する声も出ている。

通信機器の国際的企業であるエリクソンで

は現在、世界中から５０人の技術者を募集して

いる。同社の関連会社であるエリクソン・メ

ディアコムでは、既に世界１３ヵ国から４００人

の技術者が働いている。

世界各国がＩＴ化に向け動き出している中

で、今後ＩＴ技術者の奪い合いが起きること

が予想される。

（４） 新たなビジネスの発生

スウェーデンでは、ＩＴコンサルティング

会社の増加が顕著である。典型的なＩＴコン

サルティング会社は、ＩＴを使った企業の改

革の要求、すなわちシステム化に応じる。企

業内部の部門別にシステム化を進めるための

コンサルティング、例えば受発注業務のシス

テム化や内部決済システム構築のためのコン

サルティングから、システム化を進めること

によって根本的な企業のあり方を変えるよう

な大規模なコンサルティングまでその業務範

囲は広い。１，４００人もの従業員を抱えるＩＴコ

ンサルティング会社も登場した。このような

企業の従業員は２０代の若者が中心である。

（５） 進む企業の電子商取引

業務をＩＴ化し成功した例を紹介する。

① ＯＬＭ社

スウェーデン中部の地方都市オレブロにあ

るオレブロ倉庫・組み立て会社（Ｏｒｂｒｏ

ＬａｒｇｅｒＭｏｎｔａｇｅ：ＯＬＭ）は主に工業用の

棚の組み立て、販売を手がける、従業員数わ

ずか７人の小企業である。９３年に親子３人で

会社を立ち上げた家族企業であるため、営業

力が弱くセールスマンも持たず、販売会社と

の取引もなかった。年間売上高は２００万ク

ローネ程度であった。

９７年ごろ、息子の一人が同社の電子商取引

のシステム構築に着手し、２０００年１月にその

システムが稼働した。その直後に売り上げが

急増、同社では２０００年の売上高は９９年実績

（４５０万クローネ）の倍以上の１，０００万クロー

ネになると見込んでいる。

同社のマーケティングは、同社のホーム

ページ以外では行っていない。コストを増加

させることなく、売り上げが増加する電子商

取引のメリットが発揮されているようである。

同社の電子商取引システムはそれほど複雑で

はない。同社のホームページを見た顧客から

インターネットで注文を受け、同社の下請け

：

：

：
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企業へ発注するという簡単なものである。現

在、同社の顧客のインターネット普及率は５０

％程度であるので、同社の電子商取引システ

ムは最大限に活用されていない。しかし今後、

インターネット普及率の上昇とともに、同社

の売り上げも伸びると期待しているという。

今後は新規顧客の信用度をチェックするた

め、信用調査会社のデータベースを利用した

システム構築を考えているという。

現在、同社のホームページはスウェーデン

語表記のみだが、スペイン、チェコ、フィン

ランドなどからも問い合わせが来ており、急

きょ英語のホームページを作り始めたという。

同社の売り上げの９５％は国内、５％がノル

ウェーである。この業界のインターネットに

よる取引は全体の２％程度であることから、

同社は今後の発展の可能性が大きいと期待し

ている。

② ＡＢＢロボティックス（ＡＢＢＲｏｂｏｔｉｃｓ）

国際的企業のアセア・ブラウン・ボベリ

（ＡＢＢ）の子会社であるＡＢＢロボティック

スは、ＡＢＢの発祥の地であるベスタロスに

ある。年間売上高は２０億クローネで、産業用

ロボットの製造では国際的な評価を得ている。

同社はサプライヤーウェブと呼ばれる納品

業者との情報交換システムを開発した。これ

は部品購入の合理化を図るためにインター

ネットを利用したものである。同社へ部品を

納入する業者は同社のホームページにアクセ

スし、自社の確認番号、認証番号を入力する

と、ＡＢＢロボティックスからその会社に提

供したい情報を入手できる。情報とは、毎週

の発注数と予想、業者の納品実績、納入部品

の品質に対する評価や、同社およびＡＢＢ全

体のニュースである。

このシステムの開発により部品納入業者と

の関係が一層密になるとともに、同社の業務

の省力化に寄与したという。インターネットを

利用した取引の本格化に備え、さらに新たな

システムの開発を考慮中という。（高井英治）

コペンハーゲン事務所

デンマークでもニューエコノミーについて

の議論が活発に行われており、政府はニュー

エコノミー化推進のためのさまざまなプログ

ラムを実施している。

（１） ニューエコノミー化では米国に遅れ

デンマークでもニューエコノミーはメディ

アなどの話題となっている。地元経済紙ビュ

アセンは２０００年３月、米国、ユーロ圏、デン

マークでニューエコノミーに関する調査を

行った。この調査は、安定した経済成長の基

盤となる経済政策、自由競争の市場と国際化、

起業家文化、ベンチャーキャピタル（ＶＣ）

の有無、柔軟性のある労働力、効率的な金融

市場、企業の効率性・柔軟性、投資がＧＤＰ

に占める割合などの項目に関して行われた。

これによると、ニューエコノミーという点で

デンマークは米国に劣るが、ユーロ圏平均を

上回る結果となった。ただし、上記項目のう

ち起業家文化、ＶＣ、効率的な金融市場の分

野では、ユーロ圏平均を下回り、今後の改善

が必要とされている。

この調査結果に対して、デンマーク第３の

銀行であるＢＧバンク（ＢＧＢａｎｋ）のヴァ

ルグレン部長は、「今回の調査でデンマーク

が良い成績を収めているのは、ミクロ経済に

焦点を置いているためである。当行が行った

マクロ経済に焦点を当てた調査では、ニュー

エコノミーの傾向は顕著には出てこなかっ

た」とコメントした。他方、第２の銀行であ

るユニバンク（Ｕｎｉｂａｎｋ）のペダーセン・

チーフエコノミストは、「デンマークにおけ

るニューエコノミーは順調に成長していると

いえる。ここ数年デンマークの生産性上昇率

は低かったが、これは一時的な輸出の落ち込

１３．ニューエコノミー化を積極推進

（デンマーク）
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みによる。現在輸出は順調に回復してきてお

り、近い将来、生産性上昇率はユーロ諸国と

同様の２．７５％に達すると見込まれる」とコメ

ントしている。

また、ビュアセンの推定によれば、ＩＴ産

業だけでなく、医薬関連産業、メディア、研

究・開発やノウハウに重点を置いた産業（風

力発電機生産など）を含めると、同国民間部

門のＧＤＰの約１０％を占める。全産業分野の

ベンチャー企業数の過去５年間の伸び率が１０

～１５％であるのに対し、この分野では倍増し

ている。ビュアセンのファレセン編集長は、

「このようなデンマーク産業の動向をみると、

デンマークはニューエコノミーに転換しつつ

あるといえる。デンマークには重工業が存在

しないため、ニューエコノミーへの転換は容

易だろう」とコメントした。

（２） 政府はニューエコノミーに積極対応

政府もニューエコノミーに対して、さまざ

まな施策を行っている。９９年１１月には、研究

省が「デジタルデンマーク」と題したプログ

ラムの実施を発表した。このプログラムでは、

国民全員にＩＴ関連の生涯教育の機会を与え

ること、電子商取引の発達を促すこと、公共

機関での手続きのデジタル化を推進すること、

オーレスン地域（コペンハーゲンとスウェー

デン南部スコーネ地方）と北ユトランドを

ＩＴ分野の先進地域にすることなどを目標と

している。

２０００年７月にもヴァイス研究相が、ニュー

エコノミー時代に企業と政府をつなぐ橋とな

るｅハウス（ｅ－ｈｕｓ）の設立を発表した。ｅ

ハウスは、特にｅビジネスに関して企業・政

治家などが集まり、意見交換を行う場となる

ことを目的としている。詳細プランは夏休み

後の９月ごろ発表される予定である。産業省

も、ベンチャー産業育成に向けてさまざまな

プログラムを行っている。

政府の支援策としては、ハイテク商品・ノウ

ハウ商品の研究・開発などにかかわる企業設

立への補助金、中小企業への研究・開発資金

の融資、高等教育機関の研究成果を集積し企

業からのアクセスを容易にする研究センター

の設置などがある。（片山一夫、猪木祥司）

オスロ事務所

政府はＩＴ産業の発展に期待し、地域産業、

教育、研究開発が一体となった地域コミュニ

ティーを形成する「ＩＴセンター」の開発な

どに乗り出している。他方、ＩＴ産業の急成

長に伴い人材不足の懸念も生じており、この

面での政府の対応も注目される。

（１） ＩＴ産業の発展に期待

ＩＴ産業は、バイオテクノロジー、水産業

とともに、政府が発展を期待している３つの

産業部門の一つである。２０００年度予算教書で

は、研究・開発（Ｒ＆Ｄ）と教育分野が優先

的割り当て部門の一つにあげられているが、

この関連で情報・通信技術（ＩＣＴ）開発と関

連産業発展への傾注が明示されている。

ＩＴ産業への傾注は、人口が少なく、人手

不足の問題を抱える同国産業界にとって、コ

スト削減、生産性向上、新製品開発速度の短

縮、ニュービジネスの機会創出などに結び付

くものとして評価され、積極的に取り組まれ

ている。ただ、こうしたＩＴ産業の発展がノ

ルウェー経済のインフレなき持続的成長に大

きく貢献し、ニューエコノミーの時代に入っ

ているという見方は一般的ではなく、現在の

世界経済はただインターネットの普及による

「インターネッティゼーション」の時代と呼

ぶべきものという声も産業界には多い。

（２） 政府も「ＩＴセンター」の開発に乗り出す

政府は、２０００年度予算の中で、地域開発と

１４．ＩＴ関連の研究開発を積極支援（ノ

ルウェー）
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雇用機会創出への取り組み強化も打ち出して

いる。その方策の一つとして、知識集約型産

業の育成支援方針が打ち出され、地域産業、

教育、Ｒ＆Ｄが一体となった地域コミュニ

ティーを形成する「ＩＴセンター」の発展に

力を入れるとしている。

政府が全国的に発展させることを目指す

ＩＴセンターの先駆けとなるのが、オスロか

ら約８キロに位置する旧オスロ国際空港（９８

年閉鎖）の跡地に建設が進められているＩＴ

フォルネブ・テクノポート（ＩＴＦｏｒｎｅｂｕ

Ｔｅｃｈｎｏｐｏｒｔ）である。

この建設計画は、旧オスロ国際空港の跡地

利用として政府が２０００年３月に承認したもの

である。第１段階として、教育研修施設用に

１万平方メートル、Ｒ＆Ｄ施設用に１万平方

メートル、製造業、店舗、ホテル、住宅およ

び文化施設用に１９万平方メートルが割り当て

られ、２００６年の完成を目指している。

ＩＴフォルネブは株式会社組織で、大手船

主のフレッド・オルセン氏などが主要出資者

であるが、政府も約５億クローネ（１クロー

ネ＝約１３円）出資する計画である。

このような民間部門への政府の関与に対し、

ノルウェーが加盟している欧州自由貿易連合

（ＥＦＴＡ）の監視機関（ＥＳＡ）が、その出

資の妥当性について現在調査を進めているが、

現時点ではまだ結論は出ていない。政府とし

ては、ＩＴフォルネブ・テクノポートの成功

が他地域のＩＴセンターの発展・強化のモデ

ルとなるよう、直接・間接的に支援を続ける

ものと考えられる。

（３） 政府承認Ｒ＆Ｄプロジェクトの５０％以

上がＩＴ関連

産業および地域開発という点では、貿易産

業省の所管下にあるノルウェー産業地域開発

基金（ＳＮＤ）が中核的役割を果たしている。

ＳＮＤは、基本融資、貸し付け保証、開発助

成金、ベンチャーキャピタルへの融資、エク

イティー投資、コンサルティングなどを通じ

て、特に中小企業を中心とした企業を支援す

る政府関係機関である。

ＳＮＤの投融資策は、保険、金融、海運、

石油・ガス開発、公的企業を例外として、

ＩＴ関連部門を含むすべての産業・ビジネス

分野を対象とし、外資系企業にも適用される。

２０００年度予算ではこれらの目的のために３億

８，３００万クローネが割り当てられている。

ノルウェーはＥＵに加盟していないが、

ＥＦＴＡの一員として欧州経済領域（ＥＥＡ）

に参加している関係上、同条約適用地域の基

準に拘束されるため、ノルウェー独自にＩＴ

関連分野など特定の産業や企業を対象とした

直接的な補助金などのインセンティブは設け

ていない（例外的に、ＥＥＡ協定に基づき、

造船業、海運業、新聞および映画産業への直

接支援は認められている）。従って、政府補

助金などは地域開発目的という観点からの支

援に限られる。

しかし、ＩＴ産業発展に向けた政府の支援

は、技術革新に対する助成という間接的なか

たちで与えられている。それはＲ＆Ｄプロ

ジェクトに対する資金援助制度で、Ｒ＆Ｄ部

門を統括する政府機関のノルウェー・リサー

チ・カウンシルを通じ、申請ベースで助成を

受けることができる。２０００年度予算では、全

産業を対象としてＲ＆Ｄ部門に７億４，０００万

クローネが割り当てられている。

ＳＮＤとリサーチ・カウンシルの予算を合

計した１１億２，３００万クローネのうち、約１０％

の１億２，０００万クローネがＩＴ産業関連と推定

されている。しかし、Ｒ＆Ｄ部門に限ると、

これまでの承認プロジェクトの半数以上が

ＩＴ関連プロジェクトとされている。９９年６

月に政府が発表した研究・開発報告書の中で

も、ソフトウエアとマイクロテクノロジー産

業が、政府のＲ＆Ｄ基金と支援が重点的に向

けられるべき分野と指摘されており、それが

裏付けられている。
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（４）ＩＴ産業の急成長と人材不足への懸念

ノルウェーのＩＴ関連産業部門で最大の業

界団体である「ノルウェー情報通信技術協

会」のホフ事務局長によれば、同国のＩＴ関連

部門の売り上げは、９７年に前年比約１５％、９８

年に１０％増加し、９８年の売上高は２３２億ドル

と、同国の重要産業である石油・ガス部門の

それを上回った。２０００年についても約１０％増、

特にソフトウエア部門は１２．３％増と推定して

いる。

同事務局長によれば、加盟企業（３８０社で

中小企業中心）だけをみても、年間売上高は

約１０６億ドル、２０００年の売上高は４０％増を見

込んでいる。また、ＩＴ部門の労働者数は現

在約１０万人（全労働人口の４．３％）と推定し

ているが、２０２０年までには合計で８０万人の新

規雇用創出が期待できるとしている。

このようにＩＴ産業は急拡大しているが、

これに人材供給が追いついていけるのかが将

来の不安材料である。労働人口が約２３２万人

（９８年）、高等教育を受ける国内の大学生は

２０～２４歳でみると同年代の約６．６％の１万

９，０００人（９７年末）しかいない。Ｒ＆Ｄ部門

に直接携わっている人材も約４万４，０００人

（同）にすぎない。国内の優秀な人材は、よ

り高い可能性を求めてＥＵ諸国や米国に留学

し、帰国しないケースも多いという。

貿易産業省は、同省のＩＴ産業に関する長

期戦略の最も重要な部分は、ＩＴの活用がノ

ルウェー産業界の競争力の源泉の一つになる

よう支援すること、との方針を明らかにして

いる。そのために大学を含む教育の場でＩＴ

の修得機会を増やすこと、電子商取引の分野

で新しい可能性を開拓するために官民の連携

体制を構築すること、Ｒ＆Ｄ分野の支援強化

を図ることなどを計画に盛り込んでいる。政

府もこうした人材育成策の強化に向けて、国

内の大学に入学しやすくなるような教育改革

に着手している。

（河原 寛）

チューリヒ事務所

資源に乏しいスイスは、これまで高度な技

術や独自のサービスを生かし、加工産業、金

融業によって発展を遂げてきた。こうした同

国にとってＩＴ産業の持つ意味は大きく、スイ

ス経済の将来のカギを握るとみる向きが多い。

（１） ＩＴ分野の発展に大きな期待

スイスのＧＤＰに占めるＩＴ分野の割合は

１．７％で、米国はもちろん、ほかの欧州諸国

と比べても低い水準にある。ただし、インター

ネット普及率は約３０％と欧州では平均以上の

水準にある。また、４ヵ国語を国語とするな

ど常に多様な文化に接しているスイスにとっ

て、マルチメディアなどのソフト面や情報交

換分野は、その実力を発揮しやすい分野とみ

られており、ＩＴ分野に対する期待は大きい。

なお、バーゼル経済研究所は、ニューエコ

ノミー関連産業を、企業間電子商取引

（Ｂ２Ｂ）および企業・消費者間電子商取引

（Ｂ２Ｃ）に携わる企業をはじめとするＩＴ関

連企業と定義し、これらの企業については、

今後１０年間に、ほかの企業と比較して労働生

産性が顕著に上昇するであろうとのレポート

を今年５月に発表している。

（２） ＩＴ教育が課題

隣国のドイツでは、国内で不足している

ＩＴ専門家を海外に求める目的で、５月末に

ドイツ版グリーンカード（滞在・労働許可）

法案を閣議決定した。その直後、スイス産業

界の一部からも政府に対し、同種の法案を望

む声が出たが、現在は同様の要望はほとんど

聞かれない。これは、スイスの現状における

課題は、量的な人材不足ではなく、質的な問

題との見方が強いからである。

連邦統計局の調査では、スイス国内のＩＴ

１５．民間主導でＩＴ推進（スイス）
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分野の労働人口は１１万人で、人材不足の数は

１万人とされている。しかし、スイス情報処

理協会のターナー会長によれば、実際には

ＩＴ産業への就職応募者が求人を上回ること

も多く、問題は、高度な専門家の不足である

とされる。従って、「ドイツのように外国に

人材を求めても即戦力になるとは考えにくい。

それよりも、既存のＩＴ専門家の再教育や若

年層の育成が必要」と政府に要望している。

また、チューリヒ大学情報科のツェンダー

教授の調査によると、ＩＴ産業に従事する労

働人口１１万人は、２０年前の８万人からほぼ横

ばいである。また同教授は、スイスのＩＴ関

係労働者には２０年以上のキャリアを持つ人材

が多いが、最新の技術進歩にはついていけな

い傾向があると指摘する。

従来スイスの教育制度の中心は、高度な職

業訓練教育に置かれており、他国に比べて先

進的との考え方が強い。しかしＩＴ分野につ

いては、職業訓練教育が技術革新に追いつか

ず、こうした熟年専門家の再教育や教育者の

不足への対応が重要課題とみられている。こ

のような状況を踏まえ、ようやく政府、議会

でも、現在の職業訓練教育の中でＩＴ教育を

どのように位置付けるかが課題との認識が強

まりつつある。

（３） ＩＴ振興は民間主導

スイスにとってＩＴ産業の振興が重要であ

るという認識は強いが、政府による具体的な

振興策はとられていない。これは、スイスの民

間企業が政府の関与を嫌うという伝統による。

この点に関して、スイス経済連盟は、「経済

界は政府の援助を望まない。民間企業は、援助

により政府に束縛されたくないとの思いがあ

る。政府の援助は、政府の意向で対象先が決

定されるという危険を招く」と述べている。た

だし、例えばインターネット上の著作権問題、

電子商取引に必要な電子署名の法制化などは、

政府が早急に取り組むべき課題としている。

これまでも政府は、個別業種や民間企業に

対して特別に援助をすることはなかった。

ＩＴ革命といわれ、ＥＵ諸国の政府が強力にＩＴ

分野の推進に注力している今、スイスが伝統

的な手法でこの「革命」の波に乗り、発展す

ることができるのかが注目されよう。

（フォン・レディング・夕美）

ワルシャワ事務所、欧州課

ドイツのシュレーダー首相が、ＥＵ域外か

ら最大２万人規模のＩＴ関連の人材受け入れ

案を発表したことが、ポーランドで大きな反

響を呼んでいる。

（１） ドイツは中東欧などからＩＴ関連技術

者受け入れの方針

今年２月にハノーバーで行われたコン

ピュータ関連見本市「ＣｅＢＩＴ」の開会式に

おいて、シュレーダー首相は、中東欧諸国を

含むＥＵ域外からのＩＴ関連人材の受け入れに

ついて規制を緩和すべきであると述べた。ド

イツのリースター労働・社会相はこれに関連

し、ＥＵ域外からのＩＴ関連人材に対し、最大

５年間有効の特別労働許可証を発行するとい

う方針を発表した。具体的な受け入れ措置と

して、①ハンガリー、チェコ、ポーランドを

中心とした中東欧諸国から当面１万人、必要

に応じて最大２万人の受け入れ、②５月中の

関連法改正案の策定の２点が決定されたほか、

連邦雇用庁が外国人技術者と技術者を求める

企業とのインターネット上でのマッチング・

システムを構築することも予定されている。

ドイツでは高失業率が問題となっているが、

情報産業分野では急成長に伴う人材不足の深

刻化が指摘されている。人材不足が長引けば

ドイツは国際競争で取り残されることになる

として、業界団体や関連企業からは外国人技

１６．産業・企業ＩＴ専門家の頭脳流出を

懸念（ポーランド・ドイツ）

７０ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．１０

５



術者に門戸を開放するよう政府に求める声が

上がっており、連邦政府の受け入れプログラ

ムもこれに対応したものである。一方、労働

団体からは国内の人材育成こそ急務であり、

特別のプログラムで域外から技術者を受け入

れる必要はないと反発している。

（２） ポーランドで広がる頭脳流出懸念

これらの提案は、ポーランドでも大きな反

響を呼んでいる。ビジネス・ジャーナル紙に

よると、クラクフ炭坑鉄鋼工科大学からは、

「ポーランドからのＩＴ分野での頭脳流出を

招き、同国内の情報産業の発展を阻害する恐

れがある」との見解が発表された。ポーラン

ド情報技術商工会議所も同様の懸念を示して

いる。同会議所は、ポーランド政府は技術者

の輸出ではなくＩＴ産業の成果の輸出を促進

すべきであるとして、コンピュータ教育への

一層の補助金の支出を要請している。

一方、①ポーランドのＩＴ産業は現時点で

はほかの中東欧諸国に比べ特段に抜きんでて

いるとは考えられず、それほど多くの人材が

流出するとは考えにくい、②ドイツのＩＴ関

連人材受け入れも期間が限定されていること

から、受け入れ期間終了後にドイツで高い技

術を身につけた人材がポーランドに戻り、結

果的には同国のＩＴ産業振興に役立つのでは

ないかとの指摘もある。これに対し同会議所

のフリドリッヒ副会頭は、①同国のＩＴ産業

への投資は急速に進んでおり、同国内でも既

に人材不足の懸念が生じている、②ＩＴ関連

人材は世界的規模で移動する傾向が今後も拡

大すると予想されるので、ドイツでの受け入

れ期間終了後もそのまま給与水準が比較的低

いポーランドに戻ってくるかは不明である、

と反論している。

これらの反応を受け、労働省は情報技術商

工会議所との間でポーランドからのＩＴ関連

人材の流出防止策を立案する会合を開く予定

である。 （佐野浩、梅津哲也）

ブダペスト事務所

ハンガリーではＩＴ産業振興への政府の実

質的な取り組みは進んでいないが、産・学で

は外資を中心に活発な研究や生産が行われて

いる。しかし、国内のＩＴ関連人材は不足し

ており、企業、政府、教育機関の緊密な協力

が求められている。人材流出に関してはあま

り懸念されていない。

（１） 進まない政府の対応

アイルランドの情報通信産業の成功に注目

する政府は、情報化社会の創造を経済政策の

重要課題の一つととらえており、①インフラ

整備、②電子取引の促進、③個人のインター

ネット利用率上昇に取り組む考えである。そ

の足固めとして、２０００年６月に運輸・通信・

水利省から通信部門を切り離し、首相府に取

り込んだばかりである。

本格的な対策は今後実施される見込みだが、

具体策は明らかにされておらず、ＩＴ製品・

部品の関税自由化を目指すＷＴＯ情報技術合

意（ＩＴＡ）に参加していない（チェコ、

ポーランドは参加）など、実施面では対応が

遅れている。

（２） 活発な外資の活動

政府の対応が進まない一方、産・学では、

研究分野、ＩＴ製造部門に多数の外資が参入、

産学共同研究が盛んに行われている。

ハンガリーは、現代コンピュータの基礎を

築いたフォン・ノイマンを生んだ国だけに、

欧米では理数系の才能が高く評価されている。

エリクソンやノキアは既に研究・開発セン

ターを設置、インターネットや第三世代携帯

電話に関する研究・開発を進めている。

大学における外資との産学共同研究も盛ん

１７．外資主導で盛んな研究・開発（ハ

ンガリー）
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である。例えば、ブダペスト工科大学では、

エリクソン（ＡＴＭ技術、マルチメディア・シ

ステム、モバイル通信）、ノキア（ソフトウ

エア）、シーメンス（ネットワークデザイン、

通信ソフトウエア）のほか、ドイツや米国、

日本などの大手企業が共同研究を行っている。

製造分野では既進出企業が生産規模を拡大

する一方、通信分野のセットメーカーを中心

に新規進出が見られ、今後はセットメーカー

をサポートする部品企業の進出が予想される。

ハードディスク・ドライブを生産する

ＩＢＭは、９９年から大型コンピュータ

「Ｓｈａｒｋ」の委託生産を始めた。また、ノキ

アやエリクソン、モトローラは携帯電話の生

産計画を発表、既に一部企業は生産を開始し

た。サンヨーは携帯電話用バッテリーの生産

を近く開始する予定である。工業用テープな

どを製造する日昌は、ＩＴ関連企業とのビジ

ネス拡大が期待できるとしている。

ＩＴ部門の生産、貿易額は拡大傾向にある。

９８年のコンピュータ関連品の生産額は４，８５７

億フォリント（前年比６１％増、１ドル＝約

２７３フォリント）、うち９８％が輸出された。ま

た、通信機器などは３，９１４億フォリント（４２

％増）で８３％が輸出された。

国内にはＩＴ化の波に乗った企業が多数見

られる。ソフトウエア開発分野では、建築設

計用ソフトで世界的に評価の高いグラフィソ

フト（Ｇｒａｐｈｉｓｏｆｔ）が、日本や欧米など世

界８０ヵ国で事業を展開している。一方、アジ

アからの同産業への進出も見られる。インド

の大手ソフトウエア開発企業、タタ・コンサ

ルタンシー・サービス（ＴａｔａＣｏｎｓｕｌｔａｎｃｙ

Ｓｅｒｖｉｃｉｅｓ）は２０００年秋に、同社のクライア

ントの一つで、ハンガリーでライト製造、航

空機エンジン整備、銀行などの分野でビジネ

ス展開するＧＥ向けに、ソフト開発、サービ

スをブダペストで行う計画である。ソフトウ

エア・エンジニアの雇用予定者数は２００人。

ほかの多国籍企業への売り込みも行いたい考

えである。

（３） 人材不足は継続との予測

２０００年５月、民間の情報通信関連教育会社

であるカーネーション・インターネット・コ

ンサルティング社（ＣａｒｎａｔｉｏｎＩｎｔｅｒｎｅｔ

Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ）は、現在のネットワーク・ス

ペシャリスト需要数４，３０１人に対し２，５１７人、

２００２年には需要数９，４１０人に対し４，２１９人とな

り、供給不足の構造は変わらないとの予測を

明らかにした。同社は人材不足は世界的な傾

向としながら、企業は、①人材不足、②的確

な人材登用戦略、③スタッフの賃金上昇への

対応が求められるとし、企業と政府、そして

教育機関の３者のより緊密な連携と協力が求

められるとしている。

教育の現場では、初等から高等まで教育機

関がイントラネットで結ばれるなど、ＩＴ教

育の環境整備が進んでいるが、予算不足から

パソコンなどＩＴ関連機器の配備が遅れるな

ど、教育レベルの底上げは時間を要するとみ

られる。また、一般家庭でのパソコンやイン

ターネットの普及は、ハードの価格、回線使

用料がまだ高いことから、大きな伸びは期待

できない状況にある。

人材の流出について投資貿易促進公社の

ＩＴ専門家は、今後、若年層の流出が発生す

る可能性はあるが、それ以外の層は、①家族

との生活や、②希望する業務に就くことが難

しいとの理由から、国内にとどまるものとみ

ている。一方、６月にハンガリーを訪問した

ドイツのリースター労働社会相は、ハンガ

リーのＩＴ関連技術者のドイツへの短期受け

入れは両国にとって良いことと発言したが、

今後、西欧の人材不足を中・東欧地域で補う

リクルートの動向などが注目されよう。

（本田雅英）
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プラハ事務所

政府は、ＩＴ化による経済・産業の振興と

情報格差（デジタル・デバイド）の解消を目

的とした構想を採択している。他方、ＩＴ関

連のベンチャービジネスの展開を妨げる要因

も指摘されており、今後、こうした問題への

取り組みが必要になるとみられる。

（１） 政府がＩＴ化に取り組み

政府は９９年、「国家情報化政策構想」を採

択した。これは、ＩＴ化による経済・産業の

振興とデジタル・デバイドの解消を目的とし

たものである。

この構想の内容は、次の９項目である。①

ＩＴ化に対応した法制の整備とＥＵ制度との整

合性の確保、②企業のＩＴ投資に対する財政

支援、③ＩＴ規格の整備とＥＵ規格との適合性

の確保、④電気通信市場の自由化と規制緩和、

⑤情報保護に関するシステムと技術の確立、

⑥電子商取引の促進、⑦学校でのＩＴ教育の

実施、⑧研究・開発におけるＩＴネットワー

クの拡大、⑨公的情報サービスを提供するた

めのシステムづくり。

法制整備の一環として、２０００年６月、「電

子署名法」が成立し、同年１０月から施行され

る予定である。同法は電子データのやり取り

における当事者（署名者）の認証システムの

確立と、データの真実性の確保を目的として

いる。このため、電子署名に関する公証局の

創設および認定証明書発行、電子署名を作成

するための暗号およびその解読に必要な公開

キーの設定、電子署名の利用に対応するため

の民法・民事訴訟法・税法・行政手続き法な

どの改正、外国で発行された電子署名の認定

証明書の取り扱いなどが規定されている。

また文部省は２０００年３月、「教育における

国家情報化政策構想」を発表している。同構

１８．国家情報化政策構想を採択（チェコ）
想では、教師のＩＴ利用技術の習得、学校教

育におけるＩＴ教育の導入、学校間のイン

ターネット接続、大学の学生全員に対する電

子メールアドレスの提供、講義や研究プロ

ジェクトのインターネットでの公開および

ＩＴの応用などが盛り込まれている。

（２） 関連技術者の獲得競争は過熱気味

チェコでもＩＴ関連技術者の獲得競争は過

熱気味で、企業は専門教育を受けた学生の卒

業を待ちかねているという状況である。カレ

ル大学の情報処理学部長によれば、同学部の

卒業生については大学側からの就職あっせん

の必要が全くないとのことである。

ドイツでは２０００年８月から、外国からの

ＩＴ人材の流入促進を目的とした制度が施行

されているが、チェコのＩＴ業界関係者の多

くは、ドイツへの人材流出は生じないとみて

いる。チェコ労働省によれば、９９年にドイツ

に流れたＩＴ技術者はごく少数であった。

チェコ人は地元を離れたがらない傾向が強く、

国内ですら同様である。人材が流出しない要

因としてこのような考え方が作用していると

もいわれている。

（３） ＩＴ促進を図る上での課題も

チェコのＩＴ企業からは、同国におけるビ

ジネス環境の問題も指摘されている。特に

チェコの証券取引所に対する信頼感が低いた

め、資金調達が円滑に進まない点があげられ

ている。また、株式の売買に関する規制や企

業の買収・合併などに関する司法手続きの非

効率性も障害となっている。そのほか、優秀

な人材を集めるにあたり最も大きな誘因とな

るストック・オプションの供与について上限

が設定されているため、ＩＴ関連のベン

チャービジネスの展開が妨げられているとい

う指摘もある。

ＩＴ産業の振興とＩＴ技術者の国内での吸収

・拡大を図る上で、早晩このような制度面の
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障害の除去・改善を迫られることになろう。

（畠山 悟）

ブカレスト事務所

ルーマニアでは７月にＩＴパークの設置を

含む工業団地法が施行されるなど、ＩＴ関連

の法整備が進んでいる。また、欧米企業と大

学がルーマニアのＩＴ専門家を起用した事業

を進めており、ＩＴ産業の進展に大きな役割

を果たしている。

（１） 少ないインターネット利用者数

ルーマニアのインターネット接続サービス

を行う業者（プロバイダー）数は２０００年６月

時点で１００社である。プロバイダーに登録さ

れているインターネット利用者数は９９年末で

５万２，０００人、２０００年７月時点では約１０万人

に増加したが、まだ人口の約０．４５％にとど

まっている。

大学ではコンピュータがすでに普及してい

るが、マルガ教育相は、高校におけるコン

ピュータ台数は２００人に１台で、２０００年末ま

でにすべての高校でインターネットにアクセ

スできるようにすると宣言している。

ルーマニアでは、経済成長およびＥＵ加盟

に向けて情報産業の進展が重視されているが、

資金不足、電話回線の質が低いこと、イン

ターネット接続料が高いことなどが障害と

なっている。

（２）ＩＴ関連の法整備が進展

工業団地法№１３４／２０００が７月１７日、大統

領の署名を経て発布された。同法は、ＩＴ関

連産業の集積を目的としたＩＴパークの設置

も盛り込まれている。同パークへの進出企業

は輸入関税、付加価値税（１９％）、再投資利

益税（１０％）の免税および地方税の減税など

１９．法整備、外資との産学交流により

ＩＴ産業が進展（ルーマニア）

の優遇措置を受けられる。条件は設立後３年

以内に３００人の雇用を創出することなどであ

る。対象地域は全国となっており、首都ブカ

レストでは北部に土地２万平方メートル、投

資額１，０００万ドルで工業団地の設置が計画さ

れている。そのほか、ティミショアラ、クラ

イオバ、トゥルグジウなどの都市が対象とな

る予定である。政府は工業団地法の施行によ

り、約２０億ドルの外国投資を見込んでいる。

在ルーマニア米国大使館では米国企業を対

象にセミナーを開催し、ＩＴパークの利用を

盛んに呼びかけた。参加した企業のうち、ゼ

ロックス社、マイクロソフト社、コンパック

社、オラクル社などが関心を示したと伝えら

れている。

また、電子認証と電子商取引にかかる法案

が現在国会に上程されており、今後はオンラ

イン決済にかかる法案も上程される予定であ

る。いずれも秋以降に施行されるとみられて

いる。

（３） 欧米企業、大学の活動が頭脳流出の歯

止めに

ルーマニアでは毎年、ＩＴの専門能力を備

えた大学・大学院の新卒者が５，０００人出てい

る。そのうち３０～４０％が欧米で働き口を見つ

けている。こうした頭脳流出の歯止めに大き

な役割を果たすとみられるのが、在ルーマニ

ア欧米企業によるルーマニア人ＩＴ専門家の

雇用拡大である。駐ルーマニア米国大使によ

れば、経済改革・民営化の進展、ＥＵ加盟交

渉開始により、米国企業はルーマニアを欧州

向けの新しい輸出基地として考えている。こ

の背景には、人件費の安さ、ＩＴの専門能力

を備えた技術者が豊富なことがあるとみられ

ている。

具体例をあげると、米モトローラ社が５月

にソフトウエア開発センターを開設、年内に

はオンライン・オークションサービスの

「オークションウォッチ（ＡｕｃｔｉｏｎＷａｔｃｈ）」
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がルーマニア支店を開設するほか、ソフト

ウィン・ルーマニア社（ＳｏｆｔｗｉｎＲｏｍａｎｉａ、

ソフトウエア）と米レコグノス社（Ｒｅｃｏｇ‐

ｎｏｓ、ソフトウエア）はインターネット上で

一般およびＩＴ関連企業の製品を紹介し、顧

客発掘を支援するバーチャルプロジェクト市

場を立ち上げることになっている。ルーマニ

アでパソコン販売などを行っている仏アルカ

テル社、独シーメンス社なども、ルーマニア

人のＩＴ専門家の雇用を始めている。

産学交流では、ルーマニアに進出している

米ソレクトロン社（Ｓｏｌｅｃｔｒｏｎ、電子機器

メーカー）は、投資優遇措置を受けた条件と

して、ティミショアラ技術大学との技術交流

および地元職業あっせん所と協力し、電子工

学関係のエンジニア、ＩＴ専門家の雇用に努

めることになっている。同様に独コンティネ

ンタル社（Ｃｏｎｔｉｎｅｎｔａｌ、タイヤメーカー）

もティミショアラ工科大学と契約し、タイヤ

製造にかかる技術指導、ＩＴ専門家の雇用を

予定している。またインターナショナル・マ

シンツール・システム社（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

ＭａｃｈｉｎｅＴｏｏｌＳｙｓｔｅｍ）は、ブカレスト工

科大学にリサーチセンターを開設する予定で

ある。

大学教育でも新しいプロジェクトが動き出

している。米国が資金と機材を提供し、ルー

マニアの大学教授がコンピュータ科学のオン

ライン教育を行うものである。米国とルーマ

ニアの大学生が受講し、双方の長所を生かし

ＩＴ専門家を多数輩出することを目的として

いる。

なお７月１３日には、米国国際開発庁（ＵＳ‐

ＡＩＤ）の代表者がルーマニアを訪問し、米

国のインターネットによる経済発展イニシア

ティブ（ＩＥＤ：ＩｎｔｅｒｎｅｔｆｏｒＥｃｏｎｏｍｉｃＤｅ‐

ｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）への参加を呼びかけた。ＩＥＤは

市場経済移行国の経済発展、情報へのアクセ

ス、生活レベルの向上、自由思想の普及を目

的としている。

（佐藤勝英）
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